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能登半島地震も踏まえた防災・減災、
国土強靱化の継続・強化に関する提言

近年、巨大地震の発生や、豪雨災害の激甚化・頻発化など、災害リスクが高まる中、「防災・減災、国土強靱化の５か年加速化対策」を活用し、社会基盤整備を進めているものの、必要な対策は多く残されており、国土強靱化の取組は未だ道半ばという状況である。
また、令和６年能登半島地震では、地形的特性に応じたインフラ施設の耐震化や代替性・多重性の確保などの課題が明らかとなった。
これらの課題への対策とともに、激甚化・頻発化する災害を踏まえた防災・減災、国土強靱化対策のさらなる推進が必要である。
ついては、次の２点について国へ提言する。

１　「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」について、資材価格の高騰や賃金水準の上昇する中においても、着実に国土強靱化のための社会基盤整備がすすめられるよう、最終年度においても、地方が必要とする予算・財源を例年以上の規模で確保すること。

２　国土強靱化実施中期計画を令和６年内に確実に策定し、５か年加速化対策期間終了後も国土強靱化の取組を継続的・安定的に推進するとともに、能登半島地震など昨今の自然災害の教訓や地方の意見を十分に反映した上で対象事業の拡充を図り、必要な予算・財源を通常予算とは別枠で確保すること。
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